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Ⅰ 令和５年度危機管理部主要施策の成果の概要

１ 危機管理体制強化の推進（危機管理政策課）

危機事象発生時においても「県民の安全・安心」を確保するため、「徳島県危機管理対処指針」に基づき、全庁を挙げた危機管理対応に加え、

的確かつ迅速な県の組織運営を行った。

また、徳島県防災・危機管理ポータルサイト「安心とくしま」とともに、ＬＩＮＥをはじめとする「ＳＮＳ」を有効活用し、各種災害・危機

事象に係る情報提供を行った。

さらに、令和６年能登半島地震の被災地を支援するため、「令和６年能登半島地震支援本部」を設置し、石川県や輪島市等へ人的支援や物的

支援を実施した。

２ 県土強靱化の推進（防災対策推進課）

あらゆる大規模災害に対応できる安全・安心な地域社会の構築に向け、「徳島県国土強靱化地域計画」に基づいた「県土の強靱化」を推進す

るとともに、市町村の防災・減災対策事業について重点的に支援を行った。

３ 事前復興の推進（防災対策推進課）

大規模災害からの迅速かつ円滑な復旧及び復興を実現するため、「徳島県復興指針」に基づき、市町村における人材育成や実践的な取組等を

重点的に支援し、事前復興の取組を推進した。

４ 災害対応力の強化（危機管理政策課、防災対策推進課）

災害時における防災関係機関相互の連携を図るため、市町村の災害対策本部との連携訓練や「ＤＸ」を取り入れた官民連携の実践的な訓練を

実施するとともに、県・市町村職員を対象とした実践的な研修により、被災市町村の災害マネジメントを総括的に支援できる人材の養成を推進

した。

また、東部防災館、万代庁舎、県立防災センター等と南部・西部防災館との連携を図ることにより、県内の防災支援ネットワークを強化した。

５ 官民連携による被災者支援体制の構築（防災対策推進課）

被災者の早期の生活再建を図るため、県、市町村、民間団体等が連携し、個々の被災者の課題に対応するきめ細やかな支援を行う体制の構築

を推進した。

６ 消防防災ヘリコプターの運航体制の強化（消防保安課）

県民の安全・安心の確保を図るため、消防防災ヘリコプターの的確な運航管理を実施するとともに、安全かつ効果的な運用を推進した。
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７ 消防団の充実強化（消防保安課）

地域防災力の中核となる消防団の充実強化を図るため、プロスポーツチームと連携した消防団の魅力発信、未来の消防団を担う人材育成、団

員のスキルアップ研修などにより、多様な人材の確保や消防団活動の活性化に取り組むとともに、事業者との連携による消防団を支援する環境

づくりを推進した。

８ 地域防災力の強化（防災人材育成センター）

地域防災力の強化を図るため、県立防災センターにおける各種防災体験や、研修会、イベント等の開催を通じた啓発に加え、地震体験車を活

用し移動防災センターとして地域へ出向くとともに、地域の防災リーダーとなる防災士資格取得の支援、避難所運営訓練などによる防災人材の

育成を行った。

また、消防職員・消防団員が安全かつ的確に業務を遂行するため、必要となる技術や知識に係る教育訓練を行った。

９ 全国を牽引する「消費者行政・消費者教育」徳島モデルの推進（消費者政策課）

複雑化・多様化する消費生活相談に対応するため、核となる県消費者情報センターの機能強化、市町村消費生活センターとの連携・支援体制

の充実を図った。

また、消費者庁と連携し、「エシカル消費」、「全世代への消費者教育」などを「徳島モデル」として推進するとともに、全国に発信した。

１０ 消費者政策の「国際拠点化」の推進（消費者政策課）

本県における「消費者政策の国際拠点化」を推進するため、「消費者庁新未来創造戦略本部」をはじめ、関係者等との間で培ってきた人的ネ

ットワークを活用し、国際連携体制を強化するとともに、国際的な消費者課題の解決に向けたフォーラムを開催するなど、本県の先進的な取組

を国内外に発信した。

１１ 安全安心な県民生活の推進（消費者政策課）

痛ましい交通事故を抑止するため、県民総ぐるみによる交通安全運動の展開や、関係機関と連携した広報・啓発等を実施した。

また、「誰もが安全で安心して暮らすことのできる徳島」の実現に向けて、複雑・多様化する各種犯罪の防止に関する活動や、犯罪被害者等

への支援、再犯を防止する支援体制づくりを推進した。

１２ 食の安全安心の実現（安全衛生課）

食の安全安心を確保するため、「徳島県食品衛生監視指導計画」に基づき、食品関連事業者への監視指導、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の実

施状況の確認及び自主的な衛生管理の向上を支援するとともに、消費者へ必要な情報を分かりやすく提供し、食中毒事故の発生防止と食品の安

全確保対策を推進した。

また、食品表示の適正化を推進するため、「食品表示Ｇメン」による監視・指導を実施し、相談窓口や講習会等による事業者支援を行うとと

もに、食品の表示を正しく理解し、健康づくりや適切な消費活動に活用できる人材を育成した。
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１３ 安全安心な生活環境の実現（安全衛生課）

県民の生活衛生水準の維持向上を図るため、理容業、美容業、クリーニング業など生活衛生関係営業者の衛生水準の向上による業界の健全な

発展や、関係機関と連携した魅力発信、後継者育成などによる活性化を支援した。

また、水道事業者に対し、経営基盤の強化や施設の強靱化を促進するため、国の補助金・交付金制度の有効活用や広域連携の取組について助

言・指導を行った。

１４ ワンヘルス実践社会の実現（安全衛生課）

人と動物の健康及び環境の健全性を一体のものとして守ることができる「ワンヘルス実践社会」を実現するため、「徳島県ワンヘルス推進条

例」に基づき、県民に対する「ワンヘルス理念」の普及啓発、認知度向上を図るとともに、分野を超えた協力・連携体制の構築に努めた。

１５ 食肉・食鳥肉の安全安心の確保（食肉衛生検査所）

食肉及び食鳥肉の安全性を確保するため、人獣共通感染症の排除を行うとともに、と畜場及び食鳥処理場における微生物（腸管出血性大腸菌

等）汚染調査や残留動物用医薬品検査、各処理施設の監視指導を確実に実施した。

また、ＨＡＣＣＰ完全義務化による「外部検証」を実施し、と畜場等における衛生管理のより一層の高度化を推進するとともに、県産食肉・

食鳥肉の安全・安心ブランドの確立を推進した。

１６ 動物愛護及び適正管理の推進（動物愛護管理センター）

人と動物が共に暮らせる徳島づくりの実現に向け、「徳島県動物愛護管理推進計画」に基づき、市町村、獣医師会やボランティアと連携し、

不妊去勢手術の推進や適正飼養の徹底による収容頭数の削減を図るとともに、譲渡交流拠点施設「きずなの里」を活用した譲渡の推進を通じた

愛護意識の定着に努めた。
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Ⅱ 主要事業の内容及び成果

項 目 事業名 事業内容及び成果

危機管理体制強化の 危機管理調整費 危機事象発生時において、緊急に必要となる経費に充当するため、危機管理調整費を確保し、

推進 迅速な初動応急対策を実施した。

また、食費等の物価高騰による影響を特に受ける低所得のひとり親世帯へ生活支援を行うた

め、県内町村（県福祉事務所管内）に住所を有する「ひとり親世帯」に対して、給付金の支給

を実施した。

（126,570千円）

国民保護訓練費 昨今の緊迫する国際情勢に鑑み、「徳島県国民保護計画」の実効性をより一層高めるため、

国、地方公共団体、関係機関等とともに、「国民保護共同訓練」及び「弾道ミサイルを想定し

た住民避難訓練」を実施した。

（3,853千円）

能登半島地震救援対策費 令和６年１月に発生した「令和６年能登半島地震」の被災地を支援するため、リエゾンや避

難所運営等に従事する職員の派遣や専門的な業務を実施するＤＭＡＴ、保健師、県内医療機関

等による支援を実施した。

併せて、県備蓄物資や県内企業等から提供を受けた支援物資を送付するとともに、輪島市の

避難所における入浴支援を実施した。

（6,979千円）

県土強靱化の推進 南海トラフ巨大地震等対 南海トラフ巨大地震等の大規模災害を迎え撃つため、避難路・避難場所・避難所における防

策事業 災機能の向上や災害対策本部の機能強化等を行う市町村を支援した。

（63,934千円）

事前復興の推進 被災後生活環境整備モデ 南海トラフ巨大地震等の大規模災害発生を見据え、事前復興を推進する上での最優先項目の

ル事業 一つである「災害廃棄物仮置場」や「応急仮設住宅建設候補地」等の市町村における用地選定

を促進するため、ＧＩＳ（地理情報システム）を活用した各種用地の選定・配置手法に関する

演習を実施した。

（7,390千円）

災害対応力の強化 防災訓練等実施事業費 本県において、総合防災訓練や災害時情報共有システムの「クロノロジー」を活用した図上

訓練を実施し、県内外の防災関係機関相互の連携を深めるとともに、発災時において迅速・的

確に対応できる体制の確立等を図った。

（7,340千円）
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項 目 事業名 事業内容及び成果

災害対応力の強化 災害マネジメント力向上 本県の応援・受援体制を強化するため、「徳島県災害マネジメント総括支援員」等の養成や

事業 受援体制の構築に向けた研修会等を実施した。

（2,103千円）

東部防災館管理運営事業 災害時には「広域物資輸送拠点」、平時には「にぎわい拠点」として利用できる、リバーシ

ブルな施設としての機能を果たす東部防災館を運営し、大規模災害への備えはもとより、平時

の利用促進に努めた。

（132,804千円）

南部防災館管理運営事業 防災意識の向上を図るため、県南部の防災拠点としての機能を果たす南部防災館を運営し、

県民に対して普及啓発を実施した。

（12,403千円）

西部防災館管理運営事業 防災意識の向上及び健康の増進を図るため、県西部の防災拠点としての機能を果たす西部防

災館を運営し、県民に対して普及啓発を実施した。

（29,374千円）

官民連携による被災 「誰一人取り残さない」 個々の被災者の住まい、生業等の課題を踏まえた生活再建を支援する｢災害ケースマネジメ

者支援体制の構築 被災者支援強化事業 ント｣を推進するため、その担い手となる人材を、県、市町村、社会福祉協議会、ＮＰＯ等官

民が連携して育成した。

（5,647千円）

消防防災ヘリコプタ 航空消防防災体制運営費 消防防災ヘリコプターの安全性の向上及び充実強化を図るため、「緊急消防援助隊合同訓練」

ーの運航体制の強化 など実践的訓練への参加による消防防災航空隊の技術力等の向上に努めるとともに、「消防防

災ヘリコプターの運航に関する基準」に則った的確な運航管理を実施した。

（330,904千円）

消防団の充実強化 地域を守る「消防団」活 消防団員の確保と消防団活動の活性化を図るため、学生や女性等、多様な人材が活躍できる

性化推進事業 取組や事業所への積極的な働きかけを行うなど、各種事業を推進した。

（5,500千円）

プロスポーツチームと連 消防団への加入促進を図るため、プロスポーツチームと連携して作成したポスター、チラシ

携した消防団加入促進事 及び動画により、消防団の周知啓発を行うとともに、プロスポーツ選手と連携した消防団１日

業 体験を実施した。

（4,132千円）
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項 目 事業名 事業内容及び成果

地域防災力の強化 防災センター管理運営事 県民の防災意識の向上を図るため、県立防災センターを効果的・効率的に運営し、展示施設

業 や体験施設等を活用した防災啓発を実施した。

（26,037千円）

地域防災活性化「防災リ 地域防災力の向上を図るため、防災に関する実践的な知識や技能を習得するとともに、防災

ーダー」育成強化事業 士受験資格が得られる地域防災推進員養成研修を実施し、地域の防災活動への取組を積極的に

推進できる防災リーダーを養成した。

（8,779千円）

全国を牽引する「消費 消費者を守る！消費生活 複雑多様化する消費者からの相談に対応できるよう、「ＬＩＮＥ」を活用した「とくしま消

者行政・消費者教育」 センターＤＸ機能強化事 費者トラブル相談」の実施や相談員のレベルアップなど、県消費者情報センターの機能の充実

徳島モデルの推進 業 を図るとともに、市町村消費生活センターの機能強化に向け、更なる連携・支援の充実を図っ

た。

（142,451千円）

未来を拓く！徳島発信Ｓ 消費者政策創造の恒常的拠点である「消費者庁新未来創造戦略本部」との緊密な連携のもと、

ＤＧｓアクションプロジ 「未来・地域・社会」に配慮した「エシカル消費」への転換や、各世代の特性を踏まえた社会

ェクト のデジタル化に対応した「消費者力」の強化など、「徳島ならではの実践型プロジェクト」を

展開した。

（39,196千円）

消費者政策の「国際拠 世界へ発信！消費者政策 世界の消費者政策専門家や、国内外の大学生等が集う「とくしま国際消費者フォーラム2023」

点化」の推進 「国際拠点化」推進事業 を、会場参加及びオンライン参加を取り入れた形で開催し、徳島から先進的な取組を国内外に

発信することで、徳島の消費者政策の「国際拠点化」を推進した。

（30,471千円）

安全安心な県民生活 支援をつなぐ！犯罪被害 犯罪被害者等支援に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため、「徳島県犯罪被害者等

の推進 者等サポート事業 支援推進計画」に基づき、関係機関等と連携し、支援策の充実を図った。

（2,807千円）

高齢者交通事故防止推進 高齢者の交通死亡事故を抑止するため、高齢者が事故当事者にならない環境づくりに取り組

事業 み、交通事故総量の抑止を図った。

（3,857千円）

食の安全安心の実現 食品衛生管理指導事業 食中毒の発生防止・食品の安全確保を図るため、「徳島県食品衛生監視指導計画」に基づき、

食品関係営業施設の監視指導、ＨＡＣＣＰに沿った衛生管理の定着支援を実施するとともに、

消費者に対する広報啓発を実施した。

（34,822千円）
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項 目 事業名 事業内容及び成果

食の安全安心の実現 食品表示適正化スピード 食品表示を取り巻く重要な課題に対応するため、「徳島県食品表示適正化基本計画」に基づ

アップ事業 き、食品表示Ｇメン活動と併せて、食品表示ウォッチャーや食品表示適正化推進員の活動を推

進した。

（10,792千円）

安全安心な生活環境 生活衛生指導助成事業 生活衛生関係営業者の経営の健全化を通じて、その衛生水準の維持向上を図るため、（公財）

の実現 徳島県生活衛生営業指導センターに対し、指導事業に必要な経費を支援した。

（20,604千円）

生活基盤施設耐震化等交 水道施設の強靱化を促進するため、国の補助金・交付金制度を有効活用し、基幹管路や浄水

付金 施設の耐震化を実施した。

（1,094,527千円）

ワンヘルス実践社会 徳島県ワンヘルス推進事 ワンヘルスの認知度向上、理解促進等を図るため、シンポジウム、県民公開講座、ワークシ

の実現 業 ョップの開催など、広く県民を対象とした普及啓発を実施した。

（6,188千円）

食肉・食鳥肉の安全安 食肉衛生検査所運営費 と畜場法等に基づき、的確なと畜検査と監視・指導を行い、総合的な食肉の安全性確保・衛

心の確保 生確保を推進するとともに、人獣共通感染症の防止を図り、公衆衛生の向上に取り組んだ。

（56,305千円）

動物愛護及び適正管 次世代に繋ぐアニマルパ 市町村が実施している「飼い主のいない猫手術助成制度」を更に実効性のあるものにしてい

理の推進 ートナーシップ事業 くために、役割を明確化したアニマルケースワーカーを派遣し、問題解決を図るための支援や

民間の不妊・去勢手術専門病院との連携を行った。また、学校等へ派遣し、次世代の情操教育

に力を注ぎ、県としてコーディネートの推進強化を図った。

（6,741千円）

市町村適正管理推進モデ 「助けられる犬・猫殺処分ゼロ」の継続を目指し、地域における動物の適正管理を推進する

ル支援事業 ため、市町村がモデル的に実施する不妊去勢手術の推進や飼い主のいない猫への繁殖制限措置

などを支援した。

（4,628千円）
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Ⅲ 歳入歳出決算額

１ 一般会計決算額

(1) 歳入決算額 （単位：円）

予算現額と

区 分 予算現額 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額

との比較

危機管理政策課 28,967,000 27,780,230 27,780,230 0 0 △1,186,770

防災対策推進課 122,160,000 62,307,667 62,304,528 0 3,139 △59,855,472

消防保安課 1,089,836,000 1,038,857,771 1,038,857,771 0 0 △50,978,229

消費者政策課 120,217,000 114,264,787 114,264,787 0 0 △5,952,213

安全衛生課 1,609,318,000 1,263,394,781 1,263,394,781 0 0 △345,923,219

計 2,970,498,000 2,506,605,236 2,506,602,097 0 3,139 △463,895,903
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(2) 歳出決算額 （単位：円）

予算現額と

区 分 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 支出済額

との比較

危機管理政策課 2,998,694,559 1,724,617,822 169,493,000 1,104,583,737 1,274,076,737

防災対策推進課 1,003,184,191 714,777,474 165,729,000 122,677,717 288,406,717

消防保安課 1,438,064,000 1,380,864,334 43,000,000 14,199,666 57,199,666

消費者政策課 381,030,000 344,008,368 0 37,021,632 37,021,632

安全衛生課 1,988,393,000 1,579,211,504 120,774,000 288,407,496 409,181,496

計 7,809,365,750 5,743,479,502 498,996,000 1,566,890,248 2,065,886,248
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２ 特別会計決算額

(1) 歳入決算額 （単位：円）

予算現額と

区 分 会計名 予算現額 調 定 額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入済額

との比較

都市用水水源費

安全衛生課 負担金特別会計 39,959,000 38,551,155 38,551,155 0 0 △1,407,845

計 39,959,000 38,551,155 38,551,155 0 0 △1,407,845

(2) 歳出決算額 （単位：円）

予算現額と

区 分 会計名 予算現額 支出済額 翌年度繰越額 不用額 支出済額

との比較

都市用水水源費

安全衛生課 負担金特別会計 39,959,000 38,550,417 0 1,408,583 1,408,583

計 39,959,000 38,550,417 0 1,408,583 1,408,583


